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鳥 取 県 監 査 規 程 

 

                                                                            昭 和 ４ ２ 年 ３ 月 ７ 日     

                                                                             鳥取県監査委員告示第１号    

                               改正   平成１１年３月３１日監査委員告示第１号 

                                     平成１９年３月３０日監査委員告示第１号 

                                     平成２０年３月２８日監査委員告示第１号 

                                     平成３１年４月１６日監査委員告示第１号 

                                令和 ３年３月１２日監査委員告示第１号 

 

  鳥取県監査規程を次のように定める。 

 

      鳥取県監査規程 

 

（趣旨） 

第１条  この規程は、鳥取県監査委員条例（昭和２３年鳥取県条例第４０号）第１２条の規定に基づき、監査に関する 

事項について定めるものとする。 

      （平１１監委告示１・平１９監委告示１・一部改正・平３１監委告示１・一部改正） 

 

 (監査委員の協議) 

第２条  監査委員は、監査委員に関する事務の処理について、監査委員相互の連絡協調を図るため必要があるときは、 

協議を行うものとする。                       

２  監査委員は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）の規定に基づき合議により決定する事 

項のほか、次に掲げる事項については、協議を行うものとする。 

 (1)  諸規程の制定及び改廃に関すること。 

 (2)  監査等の執行計画に関すること。 

 (3)  前二号に定めるもののほか、監査委員が重要と認める事項 

      （平１１監委告示１・一部改正、平２０監査告示１・一部改正） 

 

（監査等の執行計画） 

第３条  次に掲げる監査等の執行計画は、実施時期、実施箇所、方法等について、年度開始前に定めるものとする。 

(1) 法第１５０条第５項に規定する審査 

 (2)  法第１９９条第４項に規定する監査 

 (3)  法第１９９条第７項の規定に基づく監査のうち監査委員が必要と認めるもの 

 (4)  法第２３３条第２項の規定に基づく審査 

 (5)  法第２３５条の２第１項の規定に基づく検査 

 (6)  法第２４１条第５項の規定に基づく審査 

 (7)  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定に基づく審査 

 (8)  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項に基づく審査及び同法第 

  ２２条第１項の規定に基づく審査 

２  前項の執行計画の策定後に、当該執行計画に規定する監査について、実施時期、実施箇所、方法等を変更する必要 

が生じたときは、当該執行計画の変更を行うものとする。 

３  第１項の執行計画に規定する監査以外の監査の執行計画は、必要の都度定めるものとする。 

      （平１１監委告示１・全改、平２０監査告示１・一部改正、令３監査告示１・一部改正） 

 

（雑則） 

第４条  この規程に定めるもののほか、監査に関し必要な事項は、監査委員が別に定める。 

      （平１１監委告示１・追加） 

 

      附 則 

  この規程は、昭和４２年３月２７日から施行する。 

      附 則（平１１監委告示第１号） 

  この告示は、平成１１年４月１日から施行する。 

      附 則（平１９監委告示第２号） 

  この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

      附 則（平２０監委告示第１号） 

  この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 
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      附 則（平３１監委告示第１号） 

  この告示は、平成３１年４月３０日から施行する。 

附 則（令３監委告示第１号） 

  この告示は、令和３年３月１２日から施行する。 

 


